
文部科学省大臣官房文教施設企画・防災部  
参事官（施設防災担当）付 
令 和 2 年 8 月 2 1 日 
（令和 2 年 8 月 27 日補足） 

 
 

令和 2 年度 学校施設におけるブロック塀等の安全対策等状況調査についてのＱ＆Ａ 
 
令和 2 年 8 月 14 日付けの通知「令和 2 年度 学校施設におけるブロック塀等の安全対策

等状況調査及び対応について（依頼）」について、御質問があった主な事項に対して、以下

のとおりＱ＆Ａで回答を作成しました。（令和 2 年 8 月 27 日補足箇所は赤字） 
ついては、本資料を御参照の上、当該調査を実施いただくようお願いします。 
また、このことについて、都道府県教育委員会においては域内の市区町村教育委員会に対

し、また、都道府県知事においては所轄の私立学校に対し、それぞれ周知いただくようお願

いします。 
 

質  問 回  答 

１．調査対象となる学校について 

実施要領Ｐ１「１．」に記載の調査対象なって

いる学校が回答すべきブロック塀等の全長

は、前回調査において安全点検、安全対策が

未完了及び未報告としていた全長を対象にす

ればよいか。 

その通りです。 

 

例：前回調査において、安全対策実施済み50m、

ブロック内部の点検未完了 50m で報告された

場合 

 

調査対象の学校となります。平成 31 年 4月 1

日時点でブロック内部の点検が未完了であっ

た 50m の令和 2 年 9 月 1 日時点における安全

対策等の状況について入力してください。 

２．調査対象外となるブロック塀等について 

（１） 

調査対象外となるブロック塀とはどういうも

のか。 

（実施要領Ｐ１「３．」） 

１～２段程度など、高さの低いブロック塀等

について、特定行政庁が「建築基準法上のブ

ロック塀等の塀には該当しない」と判断した

ものを調査対象外としてください。 

※塀の高さや接地面の状況（平地、擁壁の上

等）等により特定行政庁により塀の取扱いが

異なるため確認が必要です。 

  



（２） 

保有する全てのブロック塀等が調査対象外

（上記２．（１）「回答」参照）であった場合、

【調査票１】[シート名：調査票]のどこに入

力すればよいか。 

（実施要領Ｐ５） 

Ｅ列（対象外）にプルダウンより「○」を入力

してください。 

※H31.4.1 時点でブロック塀等の安全対策が

未完了の学校において、R2.9.1 までに当該学

校の全てのブロック塀等について安全対策が

完了している場合は、Ｅ列（対象外）ではな

く、Ｆ列（①-0）～Ｊ列（①-4）のうち該当す

る項目にブロック塀等の全長を記入してくだ

さい。 

（３） 

一部のブロック塀等が既に改修済で、残りの

ブロック塀等は調査対象外（特定行政庁が「建

築基準法上のブロック塀等の塀には該当しな

い」と判断したもの）の学校については、【調

査票１】[シート名：調査票]にどのように入

力すればよいか。 

 

例：調査対象のブロック塀 100m のうち、50m

は改修済、50m は調査対象外の場合 

 

Ｊ列（改修、又は新たなブロック塀等への再

整備を行い、安全対策を完了した全長）に「50」

を入力してください。 

調査対象外となった 50m については入力不要

です（その場合、前回調査と全長が異なるが

よいものとします）。 

３．統廃合等の学校について 

（１） 

平成 31 年 4 月 1 日以降に統廃合された学校

については、【調査票１】[シート名：調査票]

にどのように入力すればよいか。 

例：Ａ校、Ｂ校が本調査対象学校であり、か

つ、Ａ校とＢ校が統合されＣ校になり、校舎

はＡ校に集約される場合 

 

Ａ校（学校名はＣ校）におけるブロック塀等

の令和 2 年 9 月 1 日時点の安全対策等状況に

ついて入力し、 

Ｂ校はＤ列（廃校）にプルダウンより「○」

を入力（ブロック塀等の全長の入力欄の回答

は不要）してください。 

（２） 

平成 31 年 4 月 1 日以降に学校種別が変更に

なった学校については、【調査票１】[シート

名：調査票]にどのように入力すればよいか。 

 

 

 

 

例：前回調査において学校種別が「幼稚園」

であったが、平成 31 年 4月 1日以降に「幼保

連携型認定こども園」に変更になった場合 

 

Ｂ列（学校種別）にプルダウンより変更後の

学校種別「幼保連携型認定こども園」を選択

し、該当のブロック塀等の安全対策等状況を

入力してください。 



３．（２）の続き 

 

※文部科学省担当課へ調査票提出の際には、

メール本文中に「前回調査で「幼稚園」とし

て計上した１園を「幼保連携型認定こども園」

として計上している」旨を記載ください。 

４．休校中・休園中の学校について 

休校中・休園中の学校については調査の対象

か。 

休校中・休園中の学校についても調査の対象

になります。 

なお、休校中・休園中の学校に対しても通知

文に記した御対応（注意喚起措置等）を実施

していただくようお願いします。 

 


